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要約 
本研究は、全国のK-NET、KiK-net等の強震記録に対してスペクトルインバージョンを適用し、

強震観測地点におけるサイト増幅特性を求め、また、これを利用した強震動シミュレーションを

実施し、その有用性を示したものである。スペクトルインバージョンに関しては、すでに類似の

研究も行われているが、本研究では、後続位相を含む波形全体から計算されるフーリエスペクト

ルを解析の対象とすることにより、古和田他の方法による強震動評価に適したサイト増幅特性の

算定を行っている。また、基準観測点の選定に関しても新たなクライテリアを設けている。解析

の結果得られた震源スペクトルから地震モーメントを計算したところ、F-net のCMT 解と良く一

致する結果となった。また、算定されたサイト増幅特性を利用し、既往の内陸活断層地震および

海溝型地震を対象に、古和田他の方法による強震動シミュレーションを実施した結果、適切な震

源モデルさえ与えられれば、0.2-1Hz の速度波形を適切に評価できる見通しが得られた。 
 
キーワード：地震動，サイト増幅特性，位相特性，スペクトルインバージョン，強震動評価 

 
 
1. はじめに 

 
 一般に地震動は震源断層の破壊過程の影響（震源特性）と震源から地震基盤に至る伝播経路の影響（伝播

経路特性）、それに地震基盤から地表に至る堆積層の影響（サイト特性）の三者によって決まる。このうち、

サイト特性としては、工学的基盤面より上方の表層地盤の影響と、工学的基盤面より下方の深層地盤の影響

とがある。従来、土木構造物の耐震設計では、データの豊富な表層地盤の影響についてのみ地点毎に評価す

ることが多かったが、深層地盤の影響についても地点毎に評価することが本来は必要である 1)。深層地盤の影

響を含む形でサイト特性を評価する方法の一つとして、地下構造探査の結果に基づいて対象地点周辺の地下

構造モデルを作成し、弾性波動論によりサイト特性の評価を行う方法がある。しかしながらこの方法は詳細



- 216 -

な地下構造情報を必要としており、情報の多寡に応じて、適用できる地域や地震動の周波数に制約があるの

が実状である。深層地盤の影響を含む形でサイト特性を評価するためのもう一つの方法として、強震記録を

利用する方法がある。これにはいくつかのバリエーションがあるが、最もよく利用される方法としてスペク

トルインバージョン 2)がある。この方法による場合、対象地域の地下構造情報の多寡に左右されることなく、

深層地盤の影響を含む形でサイト増幅特性を評価することができる。なお、ここで「サイト増幅特性」なる

用語を用いたが、以下本稿では、堆積層が地震動のフーリエ振幅スペクトルに与える影響を指す用語として

「サイト増幅特性」を、堆積層が地震動に及ぼす影響を一般的に指す用語として「サイト特性」を用いる。 
強震記録に基づくサイト増幅特性の評価は、点的な評価にとどまり、強震観測が行われていない地点に応

用できないというデメリットを有することも事実である。しかしながら、土木工学の分野における強震動評

価は、多くの場合、重要構造物の設計用入力地震動の策定を目的としており、その場合、対象構造物の建設

予定地点は比較的早い時期に決まっていることが一般的である。従って、耐震設計の実施に先立ち、現地で

数年程度の地震観測を行えば、サイト増幅特性の評価に必要な中小地震記録を取得できる場合も多いものと

考えられる。このようなデータの存在を前提とすることができるならば、上述のデメリットは重要ではない

ことになる。 
以上のような背景の下、本研究では、全国のK-NET3)、KiK-net4)、港湾、空港および関西地震観測研究協議

会の強震記録に対してスペクトルインバージョンを適用し、サイト増幅特性の評価を実施した。また、算定

されたサイト増幅特性を利用し、既往の内陸活断層地震および海溝型地震を対象とした強震動シミュレーシ

ョンを実施し、その有用性を示した。 
スペクトルインバージョンに関しては、すでに全国規模の解析も実施され、その結果が報告されている 5),6)。

それらの研究と比較した場合の本研究の特徴として、まず、後続位相を含む波形全体から計算されるフーリ

エスペクトルを解析の対象としている点を挙げることができる。これは、本研究では古和田他の方法 7)による

強震動評価に適したサイト増幅特性の算定を意図しているためである。古和田他の方法では、後述のように、

後続位相を含むフーリエスペクトルに関するサイト増幅特性を用いることが必要となる。また、本研究の特

徴の第二点として、後述のように、基準観測点の選定に関して新たなクライテリアを設けている。また、そ

の妥当性を検討するため、得られた震源スペクトルから対象地震の地震モーメントを算定し、これをF-net の
CMT 解と比較している。 
強震動シミュレーションは、内陸活断層地震である 1995 年兵庫県南部地震と、海溝型地震である 1968 年

十勝沖地震および 2003 年十勝沖地震を対象として実施した。1995 年兵庫県南部地震については、既往の震源

モデルを用い、アスペリティに起因する velocity pulse が良好に再現されるかという点に最も注目して解析を

実施した。1968 年十勝沖地震および 2003 年十勝沖地震については、今回新たに特性化震源モデル（内部にお

いて最終すべり量等が一様な矩形アスペリティの組み合わせによる震源モデル）を構築し、特にサイト増幅

特性の顕著な地点での波形合成結果に注目して解析を実施した。 
 
2. スペクトルインバージョンの方法 
 
 いま M 個の地震（i=1,2,...M）の記録が N 個の観測点（i=1,2,...N）で得られているものとする。そのとき、

観測記録のフーリエ振幅スペクトルは震源特性・伝播経路特性・サイト増幅特性の積として式(1)で表現する

ことができる例えば2)。 
 

Oij( f )=S i( f ) Pij( f ) G j( f )                                   (1) 
 
ここにS i( f )は第 i 地震の震源特性（震源スペクトル）、Pij( f )は第 i 地震の震源から第 j 地点の地震基盤までの

伝播経路特性、G j( f )は第 j 地点のサイト増幅特性である。伝播経路特性は、震源から球面状に広がる実体波

の幾何減衰（1/r）と非弾性減衰を考慮すると、次式で表すことができる。 
 



- 217 -

Pij( f ) = 1
rij

exp – � f rij / QVS                               (2) 

 
式(2)の rijは震源距離、Vsは伝播経路における平均的な S 波速度である。式(1)の両辺の常用対数をとると次式

を得る。 
 

log Oij=log Si+log Pij+log G j                                (3) 
 
ここでは表現を簡単にするため、周波数への依存を示す f を省略した。本研究では、Q 値は既知のものを与え、

震源特性S iとサイト増幅特性G jの併せてM+N 個の未知数を周波数毎に最小自乗法で求める。 
さて、式(3)を解こうとするとき、震源特性S iとサイト増幅特性G jの間にはトレードオフの関係がある。例

えば、あるS iとG jの組み合わせが解であるとすると、S i / 2と2 G jの組み合わせも解となってしまう。このこ

とを避けるための方法として、あらかじめ選定した岩盤観測点（基準観測点という）において、サイト特性

は 1 であるとする方法がある。岩盤サイトと見なすことのできる特定の観測点を基準観測点とすることもあ

るが、表層の風化等の影響により、基準観測点において特定の周波数が増幅されやすい場合も考えられる。

その場合、インバージョンの結果として得られる他のサイトの増幅特性には、物理的に意味のない谷が生じ

ることになる。このことを避けるため、ここでは次の考え方 8)で基準観測点の選定を行った。まず、予備的解

析の結果に基づき、周波数ごとにサイト増幅特性の最も小さい地点を基準観測点として選定する。ただし、

軟弱地盤において高周波数領域の振幅が小さくなることを考慮し、基準観測点として採用する地点を表層付

近の S 波速度が十分に大きい地点に限定する。具体的には地表から 10ｍまでの平均Ｓ波速度が 400ｍ/s 以上の

地点から基準観測点を選択する。また、個々の記録の特性が結果に大きく影響することを避けるため、複数

（5 地震程度）の観測記録が得られている地点に限定する。以上の考え方で選定された基準観測点が妥当なも

のであるかについては、実際にインバージョンを行った結果得られる震源特性S iの低周波部分がCMT 解（こ

こでは防災科学技術研究所の F-net によるもの）と整合するか等の検討を踏まえた上で判断することとした。 
スペクトルインバージョン（もしくは他の方法）に基づいてサイト増幅特性を算出する場合、観測スペク

トルをどのような時間区間から算定するかについて、二つの考え方がある。一つは観測された地震動から何

らかの方法で「S 波部分」を抜き出し、そのフーリエスペクトルを解析対象とする考え方である 2),5),6)。もう一

つは、S 波だけでなく後続位相も対象としてフーリエスペクトルを算出し、これを解析対象とする考え方であ

る 9),10),11)。前者の場合、「S 波部分」に関するサイト増幅特性が求まることになり、後者の場合、S 波と後続位

相を併せた部分のサイト増幅特性が求まることになる。いずれの立場をとるかは目的にもよるが、本研究の

場合、算定されたサイト増幅特性を用いて、古和田他の方法 7)により、S 波のみならず後続位相の寄与も考慮

した強震動評価を行うことを意図しているため、後者の立場をとる。 
 ただし、地震動の後続位相には、盆地生成表面波例えば12)の他に、Lg波

例えば13)など、震源に由来する表面波も

含まれる場合がある。このうち盆地生成表面波は、堆積層の影響によるものであるから、盆地生成表面波の

観測スペクトルへの寄与はG jに含まれるものと考えれば、盆地生成表面波を含む観測スペクトルに対して式

(1)を適用しても特段の矛盾は生じない。しかしながら、Lg 波のように震源に由来する表面波については、伝

播経路が S 波と異なっており、また、式(2)で仮定するような実体波的な幾何減衰も当てはまらないため、式

(1)を適用することは適切でない。従って、式(1)に基づいてサイト増幅特性を算定しようとする場合には、震

源に由来する表面波の影響を可能な限り避ける必要がある。そのため、本研究では、震央距離 150km 以上の

記録を解析から除外することとした。以上を整理すると、本研究では、盆地生成表面波については積極的に

解析対象として取り込もうとしており、その一方で、震源に由来する表面波については可能な限り解析から

排除しようとしている。 
フーリエスペクトルを算出する時間区間に関連して、本研究では、スペクトルインバージョンを次の二段

階に分けて実施することとした。まず、第一段階では、S 波を含む 40 秒間のデータを対象として観測スペク

トルOijを算出し、既知のQ 値を与え、式(3)を解くことにより Siを求める。第二段階では、S 波と後続位相を 
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図1 40秒間のデータを用いる場合と160秒間のデータを用いる場合のフーリエスペクトルの比較（左）と

スペクトルの算定に用いた時間区間（右） 

 
含む 160 秒間のデータを対象として観測スペクトルOijを再度算定し、既知のQ 値と先に求めた Siを与え、式

(3)を解くことにより Gjを求める。このように、解析を二段階に分けて実施することとしたのは、岩盤観測点

といえども、40 秒間のデータを用いる場合と 160 秒間のデータを用いる場合とでは、算定されるフーリエス

ペクトルに違いのある場合も見受けられたためである。図1にその一例を示す。この例では、2000 年 10 月 3
日 13:13 の地震（M5.9）に対し、IWTH09 でのフーリエスペクトルを計算している。IWTH09 は東北・北海道

地方の解析では 0.2Hz 付近で基準観測点に選定されている岩盤サイトである。図 1 に示すように、40 秒間の

データを用いる場合と 160 秒間のデータを用いる場合では、フーリエスペクトルに違いが見られ、特に 0.2Hz
付近での違いが著しい。なお、加速度波形を積分して求めた速度波形（0.1-1Hz）と、フーリエスペクトルの

算出に用いた時間区間を図 1 に併記している。堆積平野の観測点であれば、盆地生成表面波の影響を受ける

ため、40 秒間のデータを用いる場合と 160 秒間のデータを用いる場合でフーリエスペクトルが異なることは

当然である。しかし、この場合、岩盤観測点であるにも関わらず、40 秒間のデータを用いる場合と 160 秒間

のデータを用いる場合でフーリエスペクトルに違いが見られるのは、震源に由来する表面波の影響である可

能性がある。本研究では、震央距離 150km 以上の記録を解析対象から除外しているものの、解析対象とした

記録には震源に由来する表面波の影響が残されている可能性がある（ここに示した記録の震央距離は144km）。 
この場合、もしも 160 秒間のデータを用いて震源スペクトルの算定を行ったならば、震源に由来する表面波

の影響により震源スペクトルを過大評価する可能性がある。ここでは、このような過大評価を避けるため、

震源スペクトルを算定する場合に限り 40 秒間のデータを用いる。こうして算定された震源スペクトルの低周

波部分は、以下に述べるように、F-net の CMT 解ともよく一致するため、40 秒間のデータから震源スペクト

ルを算定することは妥当であると考えられる。本研究ではサイト増幅特性の算定を 160 秒間のデータを用い

て実施することとしているため、40 秒間のデータを用いる場合と 160 秒間のデータを用いる場合で基準観測

点のフーリエスペクトルに違いがあれば、その違いは本研究では基準観測点のサイト増幅特性として取り扱

われることになる。また、基準観測点以外でも、160 秒間のデータに震源に由来する表面波の影響が含まれて

いれば、最終的に求まるサイト増幅特性にはその影響が含まれている可能性がある。 
 その他の解析条件について以下に述べる。規模の小さい地震の記録は低周波側で S/N 比の良好でない場合

が多い。ここでは、低周波側は 0.2Hz まで精度を確保することを意図し、M4.5 以上の記録を用いることとし

た。また、解析に用いる各々の記録について、低周波側でのスペクトルの傾きに基づき、低周波側での S/N
比の確認を行った。一方、規模の大きい地震の記録は、震源断層の破壊過程の影響を受けやすく、方位に関

係なく一つの震源特性を考慮することが適切でなくなる。そこで、M6.0 以上の記録の使用を避け、M4.5 以上

M6.0 未満の地震の記録を解析に用いることとした。表層地盤の非線形挙動の影響を避けるため、最大加速度

が 100Gal を越える記録は解析から除外した。すべての解析対象記録について水平 2 成分のフーリエスペクト 
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図2 対象地震の震央と観測点の位置。上段は左から九州ブロック、中国・四国ブロック、近畿ブロック。 

下段は左から中部ブロック、関東ブロック、東北・北海道ブロック。 
 
ルを算出し、そのベクトル和を求め、バンド幅 0.05Hz の Parzen ウインドウを作用させた。 
 解析は九州、中国・四国、近畿、中部、関東、東北・北海道の 6 つのブロックで実施した。各ブロックの

解析で用いた観測点と地震の震央を図 2 に示す。図 2 に示すように、隣り合うブロック間で算定されるサイ

ト増幅特性の連続性を保つため、観測点を重複させている。九州ブロックでは、九州地方の 213 地点に中国

地方の 33 地点と四国地方の 55 地点を加えた計 301 地点を対象とし、48 の地震による 1949 の記録（3898 の

水平成分）を用いて解析を行った。中国・四国ブロックでは、中国・四国地方の 243 地点に九州地方の 56 地

点と近畿地方の 106 地点を加えた計 405 地点を対象とし、63 の地震による 3092 の記録（6184 の水平成分）

を用いて解析を行った。近畿ブロックでは、近畿地方の 194 地点に中国・四国地方の 75 地点と四国地方の 153
地点を加えた計 422 地点を対象とし、72 の地震による 3354 の記録（6708 の水平成分）を用いて解析を行っ

た。中部ブロックでは、中部地方の 316 地点に近畿地方の 44 地点と関東地方の 108 地点を加えた計 468 地点

を対象とし、240 の地震による 5401 の記録（10802 の水平成分）を用いて解析を行った。関東ブロックでは、

関東地方の 204 地点に中部地方の 160 地点と東北地方の 54 地点を加えた計 421 地点を対象とし、295 の地震

による 8982 の記録（17964 の水平成分）を用いて解析を行った。東北・北海道ブロックでは、東北・北海道

地方の 474 地点に中部地方の 139 地点と東北地方の 82 地点を加えた計 695 地点を対象とし、318 の地震によ

る 11496 の記録（22992 の水平成分）を用いて解析を行った。伝播経路のQ 値については、本研究では既知の

値を用いており、九州ブロックの解析では加藤 14)により鹿児島県および熊本県を対象に求められている Q 値

（Q=104×f 0.63）、中国・四国ブロックの解析では佐藤・巽 5)による西日本海溝型地震のQ 値（Q=152×f 0.38）、

近畿ブロックの解析では Petukhin et al.15)による"aseismic zone"のQ 値（Q=90×f 0.8）、中部・関東・東北・北海

道ブロックの解析では佐藤・巽 5)による東日本海溝型地震のQ 値（Q=114×f 0.92）をそれぞれ用いた。 
 
3. スペクトルインバージョンの結果 
 
3.1 震源特性 
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 各ブロックの解析で得られた震源特性（震源スペクトル）を図 3 に示す。これを見ると、低周波側には周

波数の自乗に比例する部分が見受けられ（規模が大きめの地震では 0.2-0.3Hz 付近、規模が小さめの地震では

0.5-1.0Hz 付近）、概ねω-2モデル 16)に従うものとなっている。なお図3に示すスペクトルには自由地表面によ

る増幅の効果（=2）は含まれていない。 
2.で述べたように、スペクトルインバージョンでは基準観測点に関する仮定を必要としているため、震源

スペクトルの算定結果は基準観測点の選定次第では変わりうるものである。仮に岩盤でない観測点が基準観

測点として選定されていれば、震源スペクトルは過大評価となる。そこで、図 3 の震源スペクトルから各々

の地震の地震モーメントを算出し、これを F-net（防災科学技術研究所、www.fnet.bosai.go.jp/freesia/index-j.html）
のCMT 解と比較することにより、基準観測点選定の妥当性について検討を行った。地震モーメントの算定に

あたっては、図3の震源スペクトルから変位スペクトルの低周波側のフラットレベル U0を読みとり、次式に

より地震モーメントM0を算定した。 
 

M0 = 4��VS
3

R�� � PRTITN
U0
                                 (4) 

 
ここにρとVsは震源付近の媒質の物性である。ここでは、得られた地震モーメントを F-net のものと比較する

ため、福山他 17)の地下構造モデルから当該地震の深さに対応する媒質を選び、その物性を式(4)で用いた。Rθ

φはラディエーション係数であり、ここでは全方位の平均値 0.63 とした。PRTITN は 地震波のエネルギーの水 
 

 

図3 算定された震源スペクトル。上段は左から九州ブロック、中国・四国ブロック、近畿ブロック。下段は

左から中部ブロック、関東ブロック、東北・北海道ブロック。 
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図4 震源スペクトルから求めたM0とF-netのM0の比較。上段は左から九州ブロック、中国・四国ブロック、

近畿ブロック。下段は左から中部ブロック、関東ブロック、東北・北海道ブロック。 
 
平 2 成分への分配を示す係数であるが、ここで対象としているスペクトルはもともと水平 2 成分のベクトル

和であるため、ここではPRTITN =1 とした。震源スペクトルから求めた地震モーメントと F-net の地震モーメ

ントの比較結果を図4に示す。同図に示すように、震源スペクトルから求めた地震モーメントは F-net の地震

モーメントと概ね整合していることから、少なくとも地震モーメントの算定にかかわるような低周波側（概

ね 1Hz 以下）においては、2.で述べた考え方により、適切な基準観測点が選定されているものと考えられる。

なお、基準観測点としては、各ブロックとも数カ所程度の非常に堅固な観測点が選定されている（九州ブロ

ックの例が野津他 18)に掲載されている）。図4にみられるばらつきの原因は現時点では明らかでないが、例え

ば伝播経路特性の取り扱いを精緻化することなどにより、将来的にはばらつきを低減できる可能性があると

考えている。 
 
3.2 サイト増幅特性 
 算定されたサイト増幅特性について以下に述べる。紙面の制約から、ここでは特徴的な地域をいくつか選

定し、そのサイト増幅特性について述べる。なお、算定された全地点のサイト増幅特性のデジタル値を港空

研資料 No.111219)の付録 CD に収録しているので、興味のある方は参考にしていただきたい。九州地方では、

周期数秒の帯域で著しく大きなサイト増幅特性を示す地点がピンポイント的に存在していること、また、そ

の多くはカルデラのような火山性の地形・地質と対応づけられること等がわかってきた。九州地方のサイト

増幅特性に関しては野津他 18)に詳しく記述しているので参考にしていただければ幸いである。 
鳥取県から島根県にかけての日本海側には中海と宍道湖を取り囲むように沖積平野が分布している（米子、

境港、松江、出雲等を含む地域）。図5左に示す沖積平野とその南の中国山地に位置する観測点に対して算定

されたサイト増幅特性を図 5 右に示す。図 5 右のサイト増幅特性は基準観測点におけるサイト増幅特性を 1
として示している。以下、本稿においてサイト増幅特性を示す場合にはいずれもこの規則に従うものとする。

沖積平野に位置する港湾地域強震観測の境港-G、K-NET のTTR008（米子）、SMN002（松江）、SMN005（出 
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図5 中海・宍道湖周辺の観測点（左）とそこでのサイト増幅特性（右） 

（サイト増幅特性の小さい中国山地の観測点を黒、沖積平野の観測点をそれ以外の色で示している） 
 

NGNH16

NGN015
NGNH15

 
図6 諏訪湖周辺の観測点（左）とそこでのサイト増幅特性（右） 

 

 
図7 埼玉県におけるK-NET観測点（左）とそこでのサイト増幅特性（右） 

（サイト増幅特性の大きい地点を赤、中程度の地点を黄、小さい地点を黒で示している） 



- 223 -

雲）では、地点によってピークの横軸上の位置は異なるものの、いずれも 0.5-2Hz の範囲に 10 を越えるピー

クを有する。一方、山地に位置するTTR007、TTR009、SMN003、SMN004、SMN016 ではいずれも 1Hz 以下

の範囲ではサイト増幅特性は 1～2 の範囲にあり、岩盤に近い条件であることがわかる。このように、平野と

山地ではサイト増幅特性に著しい相違がある。沖積平野の観測点で、地点によって横軸上のピークの位置が

異なるのは、それぞれの地点における堆積層の厚さを反映したものである可能性がある。鳥取県と島根県の

県境付近で発生した 2000 年鳥取県西部地震は、1995 年兵庫県南部地震と同じ M7.3 の大地震であったにも関

わらず、幸い地震による死者は発生していないが、震源付近のサイト増幅特性が小さい傾向にあったことも

一因であると推察される。宇佐美 20)によると、宝永地震の震度分布は、瀬戸内海沿岸ではⅤ～Ⅵとなってい

るところが多いが、松江と出雲では震源距離が大きいにも関わらず震度Ⅵとなっている。また、安政南海地

震の震度分布は、瀬戸内海沿岸ではⅤ～Ⅵとなっているところが多いが、出雲ではⅥ～Ⅶとなっている。こ

のように、中海と宍道湖を取り囲む沖積平野では震度が大きい傾向にあるが、これは図 5 右に示すようにサ

イト増幅特性が大きいためであると推察される。 
長野県の諏訪盆地とその周辺の観測点（図 6 左）におけるサイト増幅特性の比較を図 6 右に示す。諏訪盆

地内の NGN015（諏訪）におけるサイト増幅特性は 0.6-0.7Hz を中心に著しく大きな値を示すのに対し、周辺

のNGNH15（辰野）およびNGNH16（茅野）におけるサイト増幅特性は小さい。1944 年東南海地震の際、長

野県内の震度は平均的にはⅣ程度であるが 20)、諏訪の震度はⅥと飛び抜けて大きくなっている 20),21)。このよ

うな諏訪盆地の震度の特異性は中央防災会議による想定東海地震の強震動評価でも重視されている 22)。過去

の地震による諏訪盆地での大きな震度を再現するためには、図 6 右に示されるようなサイト増幅特性の特異

性を考慮することが必要であると考えられる。 
 埼玉県のK-NET 観測点（図7左）におけるサイト増幅特性を図7右に示す。これを見ると、西部の山間部

に位置する SIT004、SIT005、SIT012、SIT014（黒で表示）ではサイト増幅特性は小さな値を示すのに対し、

東部の低地に位置する SIT003、SIT008、SIT010、SIT011（赤で表示）ではサイト増幅特性は大きな値を示す

ことがわかる。西部の山間部でも、山間の小盆地である秩父（SIT006）では、周辺の観測点より多少大きな

サイト増幅特性を示すこともわかる。武村 23)によると、1923 年関東地震の際、埼玉県東部では震度 6 に相当

する著しい被害が生じたとされているが、大きな被害の生じた地域と図 7 右で大きなサイト増幅特性の算定

されている地域は類似している。 
 以上、中海・宍道湖周辺、諏訪湖周辺および埼玉県の三地域について算定されたサイト増幅特性の紹介を

行った。以上の結果を総合すると、サイト増幅特性の大小と地形・地質との間には明瞭な関係が認められる

こと、平野内外のサイト増幅特性のコントラストはかなり大きいものであることなどが指摘できる。 
 
4. 強震動シミュレーションの方法 
 
以下においては、3.で算定されたサイト増幅特性を利用し、既往の内陸活断層地震および海溝型地震を対

象とした強震動シミュレーションを実施し、その有用性を示す。ここで用いる強震動評価手法は、古和田他
7)により提案された、経験的サイト増幅・位相特性を利用した強震動評価手法である。この手法は、統計的グ

リーン関数法 24)のバリエーションの一つであり、観測点周辺の堆積層が地震動の振幅および位相の双方に及

ぼす影響を考慮できる手法である。ここではその概要について述べる。 
一般に地震動のフーリエ振幅は式(1)に示したように震源特性・伝播経路特性・サイト特性の積で与えられ

る。一方、地震動の群遅延時間は震源特性・伝播経路特性・サイト特性の和で与えられる 25)。古和田他は、

規模と震源距離の十分に小さな地震が対象サイトで観測されている場合、その記録の群遅延時間は、時間軸

上での平行移動の分を除けばほぼサイト特性を表現していると考え、このことを利用した強震動評価手法を

考案している。すなわち、先ず、対象地震による地震基盤での地震動を評価し（その方法については後述す

る）、次に、地震基盤での地震動をいったんフーリエ変換し、振幅をG( f )倍し、さらに、上記の条件を満足す

る記録を周波数領域で振幅 1 に調整して乗じ、フーリエ逆変換する。なお、古和田他の論文には述べられて

いないが、このとき用いる対象地点の中小地震記録は、対象サイトへの入射角ができるだけ対象地震と類似
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したものを用いることが望ましい。それにより、堆積層が地震動の位相に及ぼす影響をより適切に考慮でき

るためである。以上の方法で堆積層の影響を評価する場合、現地で取得された中小地震記録の群遅延時間に

は S 波の寄与と後続位相の寄与が渾然一体となっていることから、振幅についても、両者の寄与を考慮した

サイト増幅特性を用いることが必要である。3.で求めたサイト増幅特性はこのような条件を満足している。 
対象地震による地震基盤での地震動は通常の統計的グリーン関数法と同様に評価することができる。すな

わち、まず、対象地震の断層面上で発生する小地震を考え、小地震による地震基盤での加速度フーリエスペ

クトルを震源特性(5)と伝播経路特性(6)の積として与える。 
 

S( f ) =R�� � FS � PRTITN �
M0e

4��VS
3 �

2� f 2

1 + f / fc
2
                         (5) 

P( f ) = 1
r exp – � fr / QVS                                   (6) 

 
式(5)においてM0eは小地震の地震モーメント、fcは小地震のコーナー周波数、ρは地震基盤における媒質の密

度、Vsは S 波速度を示す。Rθφはラディエーション係数、FS は自由表面による増幅の効果（=2）、PRTITN は

地震動のエネルギーが水平方向の 2 成分に分散する効果を示す。以下の計算例では、Rθφは全方位の平均値

0.63 とし、PRTITN は地震波のエネルギーが水平 2 成分に等しく分配されると仮定して 0.71 とする。式(6)に
おいて r は震源距離を、Q は伝播経路における媒質のQ 値を示す。小地震のコーナー周波数はBrune26),27)の式

で与える。 
次に、以上の方法で定まる地震基盤での加速度フーリエスペクトルに適合するような波形を求め、これを

小地震による地震基盤での加速度波形（要素波）とする。最後に、対象地震の震源モデルに従って、経験的

グリーン関数法と同様の波形合成 28)を行うことにより、対象地震による地震基盤での加速度波形を求める。 
 さて、要素波の求め方には、加速度フーリエスペクトルと加速度波形の包絡線の両方を近似的に満足する

ような波形を求める Boore29)の方法と、要素波の位相を 0 とする方法がある。Boore の方法で加速度波形（要

素波）を生成するとき、生成された要素波のフーリエスペクトルと目標スペクトルとの間には、ある程度の

残差が含まれる。従って、Boore の方法を採用する場合には、かなり多数の要素波を生成し、その中で、構造

物に対して影響の大きい周波数帯域（例えば一般的な港湾構造物を対象とする場合には 2Hz 以下）で残差の

小さい要素波を選ぶことが必要である。しかし、その場合でも、要素波の任意性の問題は残る。最近、この

ような要素波の任意性に関わる問題に解決を与える方法として、久田 30)は、要素波の位相を低周波側で 0 と

する方法を提案している。本研究では、久田 30)の考え方をさらに進め、高周波側を含め位相=0 とする考え方

を適用する。この方法による場合、要素波には任意性が無く、かつ、生成された要素波のスペクトルは目標

スペクトルに完全に一致する。さらに、最適な要素波を探索する必要がないので計算時間も短い。 
 
5. 強震動シミュレーションの結果 
 
5.1 1995年兵庫県南部地震（M7.3） 
兵庫県南部地震の際に神戸市内で得られた強震記録に対しては、経験的グリーン関数法 31),32)が適用され、

適切な震源モデルを用いれば、観測波形を十分に再現できることが確かめられている 33),34)。本研究では、古

和田他の方法を適用した場合、神戸市内の揺れがどの程度再現されるか検討する。 
1995 年兵庫県南部地震の震源モデルとして、ここでは、釜江・入倉 33)の特性化震源モデルを改良した山田

他 34)の特性化震源モデルを用いる。図 8 左に山田他の震源モデルの平面図を示す。この図に示すように山田

他の震源モデルは淡路側から神戸側にかけて 4 つのアスペリティを配したモデルである。さて、山田他のモ

デルに含まれる 4 つのアスペリティのうち、淡路側のアスペリティ 3 は、神戸市に対しては破壊伝播方向に

ないため、神戸市内の地震動に対してほとんど寄与しないことが確認されている 35)。そこで、以下において

は、山田他の特性化震源モデルのうち神戸側部分を考慮した検討を行う。山田他の特性化震源モデルのうち 
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図8 山田他 34)の特性化震源モデルと余震および観測点の位置（左）および 

山田他 34)の特性化震源モデル（神戸側部分）の断面（右） 

 
表1 山田他 34)の特性化震源モデル（神戸側部分）のパラメタ 

アスペリティ1 アスペリティ2 アスペリティ4

走向（度） N53E N53E N233E
傾斜（度） 90 90 85
長さ(km) 4.8 8.0 12.8
幅(km) 4.8 6.4 8.0
NL×NW×ND 5×5×5 10×8×9 16×10×14
C 2.7 1.8 1.0
余震とのモーメント比 338 1296 2240
ライズタイム (s) 0.4 0.5 0.6
破壊開始時刻 (s) 0.0 1.8 6.9
破壊開始点 南西下端 南西下端 南西下端
破壊伝播様式 同心円状 同心円状 同心円状
破壊伝播速度 (km/s) 2.8 2.8 2.8  

 

 

図9 KBUとMOTにおけるサイト増幅特性。実線は本研究、破線は鶴来他11) 

 
神戸側部分の断面を図 8 右に、その諸元を表 1 に示す。表 1 には余震とのモーメント比および応力降下量の

比（C）も記入されているが、ここで言う余震とは 1995 年 2 月 2 日 16:19 の余震（東経 135.150 度、北緯 34.695
度、深さ 17.9km、M4.2）である。 
山田他 34)のモデルは経験的グリーン関数法のためのモデルであり、本震の各アスペリティと余震とのモー

メント比が与えられている。そこで、波形合成に用いている余震の地震モーメントが与えられれば、本震の

各アスペリティの地震モーメントが確定できる。1995 年 2 月 2 日 16:19 の余震については、釜江・入倉 33)に

より地震モーメントM0=1.7×1015Nmと推定されている。しかし、実際にこの値を用いてKBU とMOT にお 
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図10 再決定された震源パラメタによる余震の速度フーリエスペクトルの再現（水平2成分のベクトル和） 

 
表2 余震の震源パラメタの再決定を踏まえた統計的グリーン関数法のための震源モデル 

アスペリティ1 アスペリティ2 アスペリティ4

走向（度） N53E N53E N233E
傾斜（度） 90 90 85
長さ(km) 4.8 8.0 12.8
幅(km) 4.8 6.4 8.0
地震モーメント(Nm) 3.4E+17 1.3E+18 2.3E+18
ライズタイム (s) 0.4 0.5 0.6
破壊開始時刻 (s) 0.0 1.8 6.9
破壊開始点 南西下端 南西下端 南西下端
破壊伝播様式 同心円状 同心円状 同心円状
破壊伝播速度 (km/s) 2.8 2.8 2.8  

 

 

 

 
図11 古和田他の方法による神戸大学と神戸本山における速度波形と速度フーリエスペクトルの再現 
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ける余震のスペクトルを計算すると、低周波側のフラットレベルを過大に評価してしまうことがわかった。

そこで、ここでは KBU と MOT における余震のスペクトルが良好に再現されるように余震の震源パラメタを

再決定し、これに基づいて本震のアスペリティのパラメタを評価することにした。 
 余震の規模はさほど大きくないので点震源として取り扱う。震源特性（式 5）と伝播経路特性（式 6）の積

として地震基盤でのフーリエ振幅を求め、これにサイト増幅特性を乗じることにより地表でのフーリエ振幅

を求める。震源特性を規定する二つのパラメタである地震モーメントとコーナー周波数を、KBU と MOT で

の観測スペクトルが再現されるように設定する。その際、震源付近の S 波速度は 3.5km/s33)、密度は 2.7g/cm3

とした 36)。伝播経路のQ 値は Petukhin et al.15)による近畿地方の"seismogenic layer"のQ 値（Q=180×f 0.7）とし

た。サイト増幅特性としては3.で算定されたものを用いた（図9）。検討の結果、地震モーメントを1.0×1015Nm、

コーナー周波数を 4.6Hz とした場合に、KBU とMOT（位置を図8に示す）における速度フーリエスペクトル

を比較的良好に再現できることがわかった（図10）。そこで、余震の震源パラメタとして本研究ではこれらの

値を用いる。ここで得られた余震のパラメタを山田他の特性化震源モデルの神戸側部分（表1）と組み合わせ

ると、表2に示す統計的グリーン関数法のための震源モデルが得られる。 
 次に、表 2 の震源モデルに基づき、本震記録の再現を行う。計算に必要な条件のうち S 波速度、密度、Q
値は余震記録の場合と同様とした。対象サイトの位相特性を考慮するための観測記録としては、両地点とも

1995 年 2 月 2 日 16:19 の余震記録を用いた。アスペリティの分割数はいずれも 10×10×10 とした。図11は

両地点における速度波形と速度フーリエスペクトルの計算結果を示したものである。計算結果は観測と良く

一致している。特に、アスペリティに起因する大振幅の velocity pulse がいずれの地点においても良好に再現

されている。大振幅の velocity pulse は神戸における甚大な構造物被害の原因と考えられており 37)、これを再

現できることは重要なことである。 
なお、3.で算定されたサイト増幅特性は、少なくとも地震モーメントの算定にかかわるような低周波側（概

ね 1Hz 以下）においては、地震基盤を基準としたサイト増幅特性となっていることを 3.で述べたが、図 11

では、1-10Hz のフーリエ振幅も、良好に再現される結果となっている。紙面の都合でここでは紹介していな

いが、東海地方でも、やはり既往の震源モデルと本研究のサイト増幅特性を用いた波形合成により、1-10Hz
のフーリエ振幅が良好に再現される結果を得ている 19)。以上の結果から、1-10Hz の成分についても、本研究

によりほぼ地震基盤を基準としたサイト増幅特性が算定されていると判断している。なお、図10に示す余震

記録の解析では、コーナー周波数を観測と整合するように設定したが、図11に示す本震の解析では、コーナ

ー周波数は既往の震源モデルにより決定されているという点に注意する必要がある。 
兵庫県南部地震に関するより詳しい解析結果については文献 35)を参照していただきたい。文献 35)ではア

スペリティの分割数の影響、ライズタイムの影響、さらに、表層地盤の非線形性の影響が顕著なポートアイ

ランドにおける波形合成結果について報告している。アスペリティの分割数については 10～20 の範囲で結果

に大きな影響を及ぼさないことが確認されている。 
 
5.2 1968年十勝沖地震（M7.9） 

海溝型巨大地震への適用事例として 1968 年十勝沖地震に関する解析結果を示す。この地震では 14 の港湾

で SMAC-B2 型強震計による記録が得られた 38)。このうち釧路・室蘭・青森・八戸・宮古の各港の記録は数

字化され、デジタルデータとして残されている。本研究ではこのうち青森・八戸・宮古の各港で得られた記

録に着目し、速度波形（0.2-1Hz）に重点をおいた特性化震源モデルの構築と、それによる強震動シミュレー

ションを試みた。 
 図12は本研究で推定された各港の強震観測地点におけるサイト増幅特性である。青森港の港湾地域強震観

測の観測地点である青森-G は M6 未満の記録が得られていないためスペクトルインバージョンの対象となっ

ていない。しかし、これまでに青森-G とAOM020（K-NET 青森）で同時に得られているM6 以上の記録の比

較 35)から、青森-G のサイト増幅特性はAOM020 とほぼ同等であると判断される。また、青森-G と 1968 年十

勝沖地震の際に記録の得られた青森-S はほぼ同一地点である 39),40)。そこで、本研究では図12に示すAOM020
にけるサイト増幅特性を青森-S に適用する。八戸港の現在の強震観測地点である八戸-G は、1968 年十勝沖地 
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図12 青森港（AOM020）、八戸港（八戸-G）、宮古港（宮古-G）におけるサイト増幅特性 

 

 
図13 1968年十勝沖地震の特性化震源モデル 

 

 

図14 青森・八戸・宮古における速度波形（0.2-1Hz）の再現 

 

【全体】震源付近の密度：3.1g/cm3、震源付近のS 波速度：

3.9km/s、走向：156°、傾斜：20°、破壊開始点：（143.58E、

40.73N、深さ 9.0kn）、破壊伝播速度：3.0km/s 

【アスペリティ 1】面積：16×8km2、地震モーメント：

7.2E+26dyne-cm、ライズタイム：0.67s、分割数：5×5×5

【アスペリティ 2】面積：8×8km2、地震モーメント：

1.8E+26dyne-cm、ライズタイム：0.67s、分割数：5×5×5

【アスペリティ 3】面積：2×2km2、地震モーメント：

2.3E+25dyne-cm、ライズタイム：0.17s、分割数：1×1×1 
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震の記録を得た八戸-S とは 250m ほど隔たっている 40),41)。しかしながら、両地点で観測された地震波の卓越

周期に違いが見られないことから 42)、ここでは図 12 に示す八戸-G におけるサイト増幅特性を八戸-S に適用

する。宮古港の現在の強震観測地点である宮古-G は、1968 年十勝沖地震の記録を得た宮古-S と同一地点であ

る 40),41)。従って、ここでは図 12 に示す宮古-G におけるサイト増幅特性を宮古-S に適用する。各港のサイト

増幅特性を見ると、青森、八戸、宮古の順にサイト増幅特性は小さくなっている。 
 1968 年十勝沖地震について、永井他 43)による波形インバージョン結果を参考に、図13に示すような特性化

震源モデルを構築した。図13の★は破壊開始点を示しており、永井他に倣い（143.58E、40.73N、深さ 9km）

とした。参考までに気象庁発表の震源は（143.58E、40.73N、深さ 0km）となっている。断層の走向と傾斜は

永井他に倣い 156°および 20°とした。アスペリティは永井他で滑り量の大きいとされているところに置い

ている。図13のモデルでアスペリティ 1 は永井他の C、アスペリティ 2 は永井他のB、アスペリティ 3 は永

井他のB'にそれぞれ対応している。震源付近の密度とS波速度は地震調査研究推進本部 44)を参考に設定した。 
 図 13 の震源モデルに基づいて計算した場合の速度波形の再現状況を図 14 に示す。なお、計算に際し、伝

播経路のQ 値としては佐藤・巽 5)による東日本海溝型地震のQ 値（Q=114×f 0.92）を用いている。また、対象

サイトの位相特性を考慮するための観測記録としては、対象サイトへの入射角が 1968 年十勝沖地震と類似す

るような地震として、青森港に関しては 1995 年 2 月 6 日の地震（M5.5）、八戸港に関しては 2003 年 12 月 8
日の地震（M4.9）、宮古港に関しては 1994 年 12 月 29 日の地震（M6.4）の記録をそれぞれ用いている。図14

より、提案モデルを用いれば、青森港、八戸港、宮古港の速度波形（0.2-1Hz）はかなり良好に再現されるこ

とがわかる。青森港では、この地震の際、八戸港よりも震源距離が大きいにも関わらず、八戸港よりも大き

い振幅の速度波形が観測されているが、この状況は、低周波側で増幅の大きい青森港のサイト増幅特性（図

12）を考慮することにより再現可能である。これら三港における地震動の再現は地震調査研究推進本部 44)も

試みているが、観測波形を十分に再現できなかったとしている。地震調査研究推進本部の検討も統計的グリ

ーン関数法を用いて行われているが、本研究と異なる点として、深層地盤による地震動の増幅特性を 1 次元

の重複反射理論で評価しており、深層地盤が地震動に及ぼす複雑な影響を十分考慮できていないことが、波

形の再現が良好でない理由の一つであろう。図14に示す結果は、強震動評価手法において経験的サイト増幅・

位相特性を考慮することの利点を示すものと考えている。なお、紙数の関係で省略するが、0.2-5Hz のフーリ

エスペクトルについても，ある程度良好な再現結果が得られている 35)． 

 

5.3 2003年十勝沖地震（M8.0） 
海溝型巨大地震への適用事例の二つ目として 2003 年十勝沖地震に関する解析結果を示す。この地震は

K-NET および KiK-net の導入以後始めて発生した海溝型巨大地震であり、これらの観測網で得られた多数の

強震記録は、各種の強震動評価手法の海溝型地震への適用性を検討する上で、極めて貴重な存在となってい

る。本研究では、震源に比較的近い図15の 20 地点で得られた強震記録に着目し、0.2-1Hz の速度波形を説明

できるような特性化震源モデルの構築と、それによる強震動シミュレーションを試みた。 
震源モデルについては、経験的グリーン関数を用いた波形インバージョンの結果 45)で滑り量の大きい三箇

所にアスペリティを置き、図15に示すような特性化震源モデルを構築した。震源付近の密度と S 波速度は地

震調査研究推進本部 46)を参考に設定した。 
紙面の都合上、すべての地点での波形合成結果を示すことはできないので、互いに近い位置にあるにも関

わらず、サイト増幅特性が著しく異なる地点の組を選定し、そこでの波形合成結果を示す。まず、図15に示

す地点のうち、TKCH06（芽室）とTKCH11（清水）は、互いに近い位置にあるがサイト増幅特性は大きく異

なっている（図16）。また、KSRH01（阿寒北）とTKCH02（足寄東）も、互いに近い位置にあるがサイト増

幅特性は大きく異なっている（図16）。これらの地点で、2003 年十勝沖地震の際に実際に観測された記録は、

サイト増幅特性の大小を反映し、互いに近い二点であるにもかかわらず、その振幅は大きく異なるものとな

っている（図17,18の黒線）。図17,18の赤線は古和田他の方法による波形合成結果を示したものである。計

算にあたり、伝播経路のQ 値としては佐藤・巽 5)による東日本海溝型地震のQ 値（Q=114×f 0.92）を用いてい

る。また、対象サイトの位相特性を考慮するための観測記録としては、対象サイトへの入射角が対象地震と 
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図15 2003 年十勝沖地震の特性化震源モデル。大きな長方形はおよその震源域を、小さな長方形は本研究で

用いたアスペリティを、▲は解析対象地点を示す。 
 

 
図16 波形合成に用いたサイト増幅特性（TKCH06、TKCH11、KSRH01、TKCH02） 

 

 

 

図17 TKCH06およびTKCH11における速度波形（0.2-1Hz）の再現 
 

【全体】震源付近の密度：3.1g/cm3、震源付近の

S 波速度：3.9km/s、走向：246°、傾斜：18°、

破壊フロント中心：（143.925E、42.039N、深さ

30.1kn）、破壊伝播速度：2.7km/s 

【アスペリティ 1】面積：6×12km2、地震モーメ

ント：4.2E+26dyne-cm、ライズタイム：0.6s、分

割数：5×5×5 

【アスペリティ 2】面積：8×6km2、地震モーメ

ント：2.1E+26dyne-cm、ライズタイム：0.6s、分

割数：3×3×3 

【アスペリティ 3】面積：4×4km2、地震モーメ

ント：2.4E+25dyne-cm、ライズタイム：0.4s、分

割数：1×1×1 
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図18 KSRH01およびTKCH02における速度波形（0.2-1Hz）の再現 

 
類似した中小地震を選ぶことが望ましいが、対象地震は複数のアスペリティで構成されており、対象地点に

よって、波形に対して最も影響の大きいアスペリティは異なっている。そこで、アスペリティ 1 の影響の大

きい TKCH06 と TKCH11 についてはアスペリティ 1 の近くで発生している 2003 年 9 月 26 日 7:20 の余震 1
（M5.2）の記録を用い、アスペリティ 2 の影響の大きいKSRH01 とTKCH02 についてはアスペリティ 2 の近

くで発生している 2003 年 9 月 27 日 17:06 の余震 2（M5.2）の記録を用いた。余震 1 および余震 2 の震央を図

15に示す。この結果を見る限り、各地点で観測された地震波の振幅の大小は、図16のサイト増幅特性を用い

ることでかなり良好に再現されており、特に、KSRH01 や TKCH06 で観測されたサイクル数の多い継続時間

の長い波形、TKCH02 で観測されたインパルス状の波形など、地点毎の波形の特徴が良く再現されている。

この結果から、3.で算定したサイト増幅特性を古和田他の方法と組み合わせて用いることは有効であると判

断される。なお、TKCH06 と KSRH01 では、波形後半部分の振幅がやや過大評価となっている。これは表層

地盤の多重非線形効果 47)によるものである可能性があり、今後さらに検討を加える必要がある。 
 
6. まとめ 
 
以上、本研究では、全国のK-NET、KiK-net 等の強震記録に対してスペクトルインバージョンを適用し、サ

イト増幅特性の評価を実施した。また、算定されたサイト増幅特性を利用し、既往の内陸活断層地震および

海溝型地震を対象とした強震動シミュレーションを実施し、その有用性を示した。 
スペクトルインバージョンに関しては、解析に必要となる基準観測点の選定に関して、新たなクライテリ

アを導入した。スペクトルインバージョンには震源特性とサイト増幅特性の間のトレードオフの問題がある

が、ここで得られた震源スペクトルから対象地震の地震モーメントを算定したところ、F-NET のCMT 解と概

ね調和する結果となった。この結果から、少なくとも地震モーメントの算定にかかわるような低周波側（概

ね 1Hz 以下）においては、本研究により、地震基盤を基準としたサイト増幅特性が算定されていると考えら

れる。算定されたサイト増幅特性の大小と地形・地質との間には明瞭な関係が認められる。また、平野内外

のサイト増幅特性のコントラストはかなり大きいものであることが指摘される。 
 強震動シミュレーションに関しては、内陸活断層地震として1995年兵庫県南部地震、海溝型地震として1968
年十勝沖地震と 2003 年十勝沖地震をとりあげ、波形合成を実施した。その結果、本研究で算定されたサイト

増幅特性と古和田他の方法を組み合わせて用いることにより、震源モデルさえ適切なものが与えられれば、

各地の揺れ、特に 0.2-1Hz の範囲の速度波形を適切に評価できる見通しが得られた。特に、1995 年兵庫県南

部地震の震源近傍における波形合成結果から、アスペリティに起因する大振幅の速度パルスが、本手法によ

っても良好に再現されることが明確に示された。海溝型地震に関しては、今回独自に構築した特性化震源モ

デルと本研究で求めたサイト増幅特性の組み合わせにより、1968 年十勝沖地震と 2003 年十勝沖地震で観測さ

れた 0.2-1Hz の速度波形が良好に再現されることを確認した。従来より、海溝型巨大地震による強震動を予測

するための震源のモデル化手法については、様々な議論が行われてきた。例えば、地震調査研究推進本部 46)
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は、2003 年十勝沖地震の強震記録に基づいて既往のモデル化手法の検証を行い、周期 1-5 秒の帯域での地震

動の再現性に改善の余地があること、震源のモデル化や計算手法のさらなる改良も必要であることを指摘し

た。震源のモデル化に関しては、アスペリティの階層化、破壊伝播の複雑化など、どちらかと言えば震源モ

デルをより複雑化していく方向の提案も行われている。しかしながら、本研究の結果は、比較的シンプルな

特性化震源モデルを用いた場合でも、サイト特性の評価さえ適切に行われていれば、海溝型巨大地震による

周期 1-5 秒の帯域の地震動はかなり良好に説明できることを示している。ただし、本研究で用いた海溝型地震

の特性化震源モデルは、従来想定されているよりもかなりアスペリティ面積の小さいものとなっている。こ

うした点を踏まえ、今後、海溝型巨大地震の震源のモデル化手法について検討を加えていく予定である。 
本研究は、謝辞に掲げる各機関の努力により蓄積された貴重な強震記録が無ければ全くなし得なかったも

のである。強震観測の果たす役割の重要性について一層の社会的理解が得られることを祈念する次第である。

なお、本研究に使用した古和田他の方法による波形合成プログラムは、港空研資料 No.112035)の付録 CD にソ

ースコードを含め収録しているので、活用していただければ幸いである。 
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ABSTRACT 
Site amplification factors were evaluated for strong-motion sites in Japan by using the spectral inversion technique. The 
seimic moment calculated from the source spectra, which were obtained through the analysis, agrees well with that of the 
CMT solution of the F-net, indicating the validity of the newly-introduced criteria to determine the reference site. Because 
the site amplification factors obtained in this study include the effects of later phases, they are suitable to be used for 
simulating strong ground motions by Kowada's method. Strong ground motions from the 1995 Hyogo-ken Nanbu, the 
1968 Tokachi-oki and the 2003 Tokachi-oki eathquakes were simutated by the method to confirm the usefulness of the site 
amplification factors obtained in this study.  
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